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【問い合わせ先】本庁・政策企画課☎㉓1111

市政に関するアンケート結果を報告します

1
内
容
に
つ
い
て

　
「
満
足
し
て
い
る
」「
お
お
む
ね
満
足

し
て
い
る
」
と
回
答
し
た
人
の
割
合
が

68
・
７
％
で
し
た
が
、「
ど
ち
ら
と
も

い
え
な
い
」「
少
し
不
満
で
あ
る
」「
不

満
で
あ
る
」
と
回
答
し
た
人
が
31
・
３

％
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
内
容
の
よ
り
い

っ
そ
う
の
充
実
が
必
要
で
す
。

2
発
行
回
数
に
つ
い
て

　
「
今
の
ま
ま
で
よ
い
」（
月
２
回
）
と

回
答
し
た
人
が
66
・
１
％
で
、「
月
１

回
で
良
い
」
の
24
・
７
％
を
大
き
く
上

回
る
結
果
と
な
っ
て
い
ま
す
。

市
政
だ
よ
り
天
草
に
つ
い
て

2
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用
状
況
に
つ

い
て
（
複
数
回
答
可
）

　

職
場
や
家
な
ど
で
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

を
利
用
し
て
い
る
人
が
、
利
用
し
て
い

な
い
人
よ
り
も
多
く
な
っ
て
い
る
状
況

で
す
。

地
域
の
情
報
化
に
つ
い
て

携帯電話

スマートフォン

パソコン

ケーブルテレビ

FAX（ファクシミリ）

固定電話

（のべ人数）

1
現
在
あ
な
た
自
身
ま
た
は
、
あ
な
た

の
家
で
使
用
し
て
い
る
も
の
に
つ
い
て

（
複
数
回
答
可
）

　

携
帯
電
話
の
保
有
率
が
、
固
定
電
話

と
変
わ
ら
な
い
状
況
と
な
っ
て
い
ま

す
。

0 100 200 300 400 500 600

578

150

381

173

245

596

□地方税法改正のイメージ：住宅用地（小規模）の場合
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課税標準額の上限を「評価額×1/6」に引き下げ

前年度課税標準額＋評価額×住宅用地特例率×５％ 

据置特例
の廃止

平成23年度
まで 同24・25年度 同26年度

以降

固定資産税「土地」の計算方法について
　平成24年度の地方税法改正により、固定資産税「土地」の税額算出に用いられている負担調整
措置の『住宅用地の特例措置』が、一部見直しになっています。このことにより、一部の住宅用
地について税額が上昇します。

【地方税法改正の内容】
●固定資産（住宅用地）に講じられ
ている「固定資産税の据置特例」
が平成26年度から廃止となりま
す。

●平成24年度と同25年度は、税額
が急に上昇しないよう、経過措置
として「固定資産税の据置特例」
が、次のように変更されます。
①負担水準が90％以上（平成23
年度までは80％以上）の土地
については、前年の課税標準額
を据え置きます。

②負担水準が90％未満の土地に
ついては、「前年度の課税標準
額＋評価額×住宅用地特例率×
５％」を課税標準額とします。

●都市計画税についても、同様の取
り扱いとなります。

【問い合わせ先】本庁・課税課☎㉓1111

※「負担水準」とは、個々の宅地の課税標準額が評価額に対してどの程度まで達しているかを示すもので、次の算
式によって求められます。

負担水準（％）＝前年度課税標準額÷（新評価額×住宅用地特例率）×100

　平成25年１月１日現在で土地や家屋を所有している人に、固定資
産税・都市計画税課税明細書を４月下旬に送付していますので、内容
の確認をお願いします。
　特に、平成24年中に土地の購入や売却、家屋の新築・増改築や取
り壊し、または相続などによって所有する固定資産に変更があった人
は、課税内容の確認をお願いします。
　内容についてお尋ねがある場合は、本庁・課税課へお問い合わせく
ださい。なお、納税通知書は６月中旬に送付予定です。

課税明細書のご確認を！

課税課からのお知らせ
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